 (
第
１
号様式（その２）（実施要領第３
条関係）
)
	雇用・収支等に関する計画書
	事業年度
	(事業開始年度)
年度
	
年度

	
	（　年　月　日～　　年　月　日）
	（　年　月　日～　　年　月　日）

	

	１　雇用計画
（単位：人）
	市内事務所等の従業者数（年度末）
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	うち資産運用業等従事者数
	
	

	
	
	市内常用雇用者数（年度末）
	
	

	
	
	
	うち資産運用業等従事者数
	
	

	
	
	（　　）区内事務所等の従業者数（年度末）
	
	

	
	
	
	うち資産運用業等従事者数
	
	

	
	２　収支計画
（単位：百万円）
	売上高
	
	

	
	
	
	うち資産運用業等関連
	
	

	
	
	経常利益
	
	

	
	
	
	うち資産運用業等関連
	
	

	３　事務所等の形態
	　□賃貸　　　　　　　□所有　　　　　　　□その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	４　認定実績
	　□なし（新規事業）　□譲渡を受けた事業について別法人で実績あり

	５　認定後の公表
	□認定後に可能　　　□事業開始後に可能


注　資産運用業等を実施する従業者が複数区にいる場合には、その区毎に記載してください。
（備考）用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とする。
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